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STUDY ON THE IMPACT OF LOCAL VEGETATION CHANGE AND URBAN
STRUCTUAL CHANGE ON THE DEVELOPMENT PROCESS OF
PRECIPITATION SYSTEMS
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In order to clarify the impact of local vegetation change in the Ashio district and urban struc-
tural change in the Tokyo on the development process of precipitation systems, the current study
conducted experimental numerical simulations using a weather research and forecasting model with
multiple modified conditions of land cover. The results show that the manipulated denudation in
the area or increased of skyscrapers in the city with frequent convective cloud initiation increased
the amount of rainfall in the surrounding region, which suggests a great impact of local vegetation
change and urban structural change on short-term heavy rainfall.
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1. はじめに
一般に，植生などの土地利用・土地被覆の変化は，ア
ルベドや潜熱フラックスの変化，粗度長の変化等を通じ
て，年降水量や河川流量など周辺地域の中長期的な水
文特性や気候特性に影響を及ぼすと考えられるが，近
年は，雷雨などの短期的な降水現象も含め，様々な降
水システムを対象とした影響評価が行われている1)．
例えば，Geroら2)は，メソ気象モデルを用いた数値
実験により，シドニー周辺の土地利用の変化が降水シス
テムの挙動にどのような影響を及ぼすかを解析し，降
水のタイプによって影響の現れ方が異なることや，孤立
対流型の降水システムが土地被覆の変化に対して最も
感度が高いことなどを示している．Pitmanら3)は，複
数のモデルによる再現結果と観測データを解析するこ
とでオーストラリア西部の沿岸地域における降水量減
少のメカニズムについて検討を行い，同地域における
植生変化（森林の減少）が地表面粗度の低下と水平風
速の増加をもたらし，その結果，水蒸気の収束域が内
陸部へ移動するようになったためにそのような現象が
生じたと述べている．
このように，従来の研究の多くは，観測に基づいた
統計的な解析あるいは数値モデルを用いた感度実験に
より，森林や草原の農耕地化の影響や，ヒートアイラン
ド現象を含む都市化の影響（例えば伊藤ら4)）などを明
らかにしようとするものであるが，それらの影響の現
れ方は，降水システムのタイプや地理的な特性，土地
被覆の変化の程度や空間的なパターンなどによって様々
であり，未だ包括的な結論を得るには至っていない．
そこで，本研究では様々な陸面の土地利用状態変化の
中でも局地的な植生変化や都市の構造変化が集中豪雨
に与える影響を定量化することを目的として，気象統
計情報を使用した統計解析や領域気象モデルWRFを
使用した数値実験を行った．局地的な植生変化の対象
領域として足尾地区，都市の構造変化の対象領域とし
て東京都周辺を選定し，対象領域内の植生変化や都市
の構造変化が，降水システムの発生・発達機構に与え
る影響について解析を行った．
2. モデルの概要と本研究の計算条件
本研究の数値実験には領域気象モデルのひとつであ
るWRF（Weather Research and Forecasting model）
を用いた．WRFは，米国大気研究センター（National
Center for Atmospheric Research），オクラホマ大学，
米国海洋大気庁環境予測研究センター（NCEP）など
によって共同開発されたモデルで，水蒸気量，雲、雨，
雪，あられ，などの予報方程式からなる雲微物理モデ
ル，日射量，大気放射量などの放射モデル，地表面温
度，土壌温度，土壌水分量などの地表面モデル等，多
数の力学法則が取り入れられている．数メートルから
数千キロメートルと言った幅広いスケールの現象に対
応できることがあげられるため，対象とする区域に対
して最適な予測区域と計算メッシュサイズの設定，独
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表-1 本研究で用いたWRFの物理過程のオプション5)
雲微物理 WSM6
積雲過程 None
短波放射 Goddard shortwave
長波放射 RRTM scheme
大気境界層 Mello-yamada-Janjic scheme
地表面過程 Noah land-surface model
都市面過程 Urban canopy model
自データの反映が可能となっている5)．
本研究では格子間隔3km（Domain1），1km（Domain2），
0.33km（Domain3）と設定し，グリッド数は足尾周辺
領域に関しては 121×121グリッド，東京周辺領域に関
しては 139×139グリッドとした．表-1に本研究で用い
たWRFの物理過程のオプションを示す．初期条件及
び境界条件として，メソ数値予報モデル（MSM）GPV
データ（気象庁提供，解像度 5km）を使用し，土壌温
度及び土壌湿度データは客観解析データ FNL（NCEP
提供，解像度 30km）を使用した．3ドメインを用いた
ネスティング計算を行った．地形標高には，国土地理
院提供の数値地図 50mメッシュデータ，また土地利用
情報として，国土交通省刊行の国土数値情報 100mメッ
シュデータを用いた．
(1) UCMの設定
本研究では設定領域内の都市域に対して都市キャノ
ピーモデル6)（以下，UCM）を使用した．UCMは都
市の建物の効果を物理的に反映させたモデルで，個々
の建物を直接解像しないが，都市表面を道路面・壁面・
屋根面の 3つに分け，それぞれの面に対して熱収支を
解いていることが特徴であり，建物高さや道路幅など
の詳細なパラメータ設定が可能である．都市における
凹凸効果が物理的にパラメタライズされるため，建物
が存在することによる日陰の効果，建物間での風速の
低減効果，建物間における日射や長波放射の反射効果，
人工排熱や建物の存在による放射冷却の緩和も考慮す
ることができる．既往のモデルでは再現できなかった都
市気候の典型的な現象の一つである夜間の気温の一定
かつ緩やかな低下を精度よく再現をすることが可能と
なった7)．UCMに与えた都市域 3分類の物性値を表-2，
都市域での屋根面，壁面，地表面の物性値を表-3に示
す．なお，UCMに与えた物性値は竹林8)の研究で用い
られている数値を参考にしている．
表-2 UCMにおける都市域 3分類の物性値8)
都市
カテゴリー
建物高さ
（m）
屋根幅
（m）
道路幅
（m）
運動量の
粗度長（m）
高層 10 10 10 1
中層 7.5 9.4 9.4 0.75
低層 5 8.3 8.3 0.5
表-3 都市域での屋根面，壁面，地表面の物性値8)
熱伝導率
（W/m・K）
アルベド
（%）
放射率
（%）
熱容量
（MJ/m3・K）
屋根面
壁面 1.7 10 97 2.1
地表面
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図-1 空中写真をもとに推定された足尾地区の各流域におけ
る荒廃地面積率の変化（後藤10)による推定結果を参考
にグラフを作成）
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図-2 足尾地区周辺の地形標高と 6観測所の位置（凡例は地
形標高（m））
3. 足尾地区の降水変化に関する気象統計情
報を用いた統計解析
(1) 足尾地区における植生変化
栃木県日光市に位置する足尾地区（旧栃木県上都賀
郡足尾町）では，1870年代からの足尾銅山の鉱山活動
が起因となり，大規模な土壌流失や森林の荒廃現象が
生じた9)．荒廃の原因としては，過度の森林伐採，製錬
所からの排煙による煙害，度重なる山火事などが挙げ
られる．中でも深刻な原因は，製錬所からの排煙によ
るもので，有害物質を含んだ排煙は同地区とその周辺
の森林に多大な被害をもたらした．
森林の働きを失った山岳域からは大雨のたびに洪水
や土石流が発生し，同地区を水源とする渡良瀬川の沿
岸住民に猛威を奮った．そのため，1956年から本格的
な緑化・治山事業が行われるようになった9)．今日では，
事業の成果が徐々に実を結び，岩山と化した足尾地区
周辺の山岳にも植生が回復しつつある．
ここで，過去の空中写真をもとに推定された同地区
における荒廃地面積率の変化を図-1に示す10)．同図よ
り，同地区の荒廃地が 1947年～2000年の約 50年間で
概ね 20～30%程度減少していることが分かる．同地域
においては，後藤ら10)11)が，空中写真と観測値を用い
て，荒廃地面積と降水量の関係を解析しているが，年降
水量および年最大日降水量のどちらの観点からも，植
生回復による有意な影響は確認されていない．
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（1）年降水量（左から，足尾，奥日光，土呂部，宇都宮）
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（2）時間降水量発生回数‐30mm以上‐（左から，足尾，奥日光，土呂部，宇都宮）
図-3 各観測所における閾値以上時間降水量の発生回数の経年変化と回帰直線
表-4 各観測所における年降水量・年最大日降水量・年最大
時間降水量の回帰直線の傾き
観測所 標高 年降水量
年最大
日降水量
年最大
時間降水量
足尾 650 8.706 ※※ 0.7039 0.2834 ※※
奥日光 1291 6.229 ※ -0.5859 -0.3619 ※※
土呂部 925 3.053 -0.2579 0.001482
五十里 620 8.481 ※※ 1.196 ※※ 0.5085 ※※
那須 749 15.65 ※※ 2.029 ※※ 0.5076 ※※
宇都宮 119 5.479 0.2090 -0.03374
※※ 有意水準 5 % で有意 ※ 有意水準 10 % で有意
(2) 気象庁気象統計情報を用いた観測データの分析
本研究では初めに，気象庁気象統計情報を用いた統
計解析を行った．使用したデータは，足尾地域周辺の
6観測所（足尾，奥日光，土呂部，五十里，那須，宇都
宮）で観測された年降水量，年最大日降水量，年最大
時間降水量で，期間は 1980年～2012年とした．各観
測所における降水量に対して，5年移動平均を適用した
上で線形近似により回帰直線を求めた．その回帰直線
の傾きについてMann Kendall検定による有意性の検
定を行った.足尾地区周辺の地形標高と各観測所の位置
を図-2に示す．
まず，一例として，4観測所（足尾，奥日光，土呂部，
宇都宮）における年降水量の経年変化，30mm以上の
時間降水発生回数の経年変化と，線形近似により求め
たそれぞれの回帰直線を図-3に示す．同図 (1)より，年
降水量は，4 観測所のいずれにおいても回帰直線の傾
きが正の値を示しており，長期的なトレンドは増加傾
向にあることが分かる．ただし，変動係数にして 15～
20%程度の経年変動を示しており，回帰直線から大きく
外れる年も多い．また，足尾観測所における回帰直線
の傾きが，他の観測所よりも相対的に大きくなってい
ることが見て取れる．同図 (2)からは足尾と宇都宮にお
いて過去から現在にかけて増加傾向，奥日光と土呂部
に関しては減少傾向であることが確認できる．
ここで，全 6観測所における回帰直線の傾きを一覧
表-5 各観測所における各閾値以上の時間降水量発生回数に
おける経年変化の回帰直線の傾き
観測所 10.0 mm 以上 20.0 mm 以上 30.0 mm 以上
足尾 0.2672 ※ -0.00006838 0.03788 ※
奥日光 0.2347 -0.03260 -0.02414
土呂部 0.1355 -0.05990 -0.02885 ※※
五十里 0.3634 ※※ 0.1281 ※※ 0.03665
那須 0.6286 ※※ 0.1307 0.06455
宇都宮 0.2254 ※ 0.07733 ※ 0.02024
※※ 有意水準 5 % で有意 ※ 有意水準 10 % で有意
にして表-4に示す．年降水量，降水量極値のいずれも，
多くの観測所で正の傾き（降水量の増加傾向）を示し
ているが，これは地球温暖化等の影響によるものと推
測される．回帰係数の検定によっても，足尾の傾きは
有意水準 5%で有意となっており，足尾地区における植
生の回復が降水量の顕著な増加をもたらした可能性が
考えられる．
一方，年最大日降水量について見ると，前述した奥
日光と土呂部の両観測所以外においては，すべて正の
傾きとなっており，特に五十里と那須における年最大
日降水量極値は，有意水準 5%で有意な増加傾向を示し
ている．年最大時間降水量について見ると，足尾，五
十里，那須において正の傾きとなっており，かつ，有
意水準 5%で有意な増加傾向を示している．また，奥日
光が有意水準 5%で有意な減少傾向を示している．土呂
部，宇都宮に関してはそれぞれ正，負の傾きを示して
はいるが，その傾きは他の観測所と比較して相対的に
小さく，有意性が見られない．
全 6観測所における各閾値（10mm，20mm，30mm）
以上の時間降水量発生回数における回帰直線の傾きを
表-5に示す．
10mm以上の降水発生回数の傾きがすべて正の値を
示しており，奥日光および土呂部を除いた 4地点の観
測所の値は有意水準 5%または 10%で有意である．ま
た，特徴的な傾向として 30mm以上の降水発生回数の
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表-6 本研究のシミュレーションで使用したWRFの主な植生
分類と各植生に対して設定された物理パラメータの値
No. 　分類種別 アルベド 蒸発効率 粗度長 熱慣性
(%) (%) (cm) (W/m・K)
3 灌漑された耕作地 17 30 15 4
5 耕作地と草原の混合 18 25 14 4
7 草原 19 15 12 3
15 混合林 13 30 50 4
16 水面 8 100 0.01 6
19 不毛，疎らな植生 25 2 10 2
32 都市 10 10 80 3
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(2) Case2009
図-4 設定領域における植生状態と領域内の地形標高（凡例
の数字は表-6の分類 No.に対応する）
傾きにおいて足尾，五十里，那須が有意な増加傾向と
なっているのに対して，土呂部，奥日光では減少傾向
（土呂部では有意水準 5%で有意）を示していることが
挙げられる．
これらから推測されることは，足尾地区における植
生回復の影響を受けて同地区の降水量が増加した．そ
の結果，同地区の北方への水蒸気の移流量が減少した
ために，10～30km北側に位置する土呂部や奥日光にお
ける降水量極値の減少をもたらしたのではないかと考
えられる（土呂部は年降水量の傾きも若干小さい）．ま
た，隣接する土呂部と五十里の両観測所で明らかに傾
向が異なるのは，奥日光と土呂部の間に位置する標高
2500m級の二つの山岳（男体山・女峰山）の影響や，周
辺の地理的な要因によるものと考えられる．
しかし，観測値の解析のみではこれらの変化が植生
回復に起因するものと断定することはできないため，定
量的な解析が必要と思われる．そこで，次節では気象
モデルを用いた数値実験により降水の発生頻度や風速
場等に関する詳細な解析を行った．
4. 局地的な植生変化が降水に与える影響に
関する数値実験
(1) 足尾地区の植生状態
前節の解析結果を受け，本節では足尾地域を対象領
域とした実験的な数値シュミレーションを行った．ケー
スはCase1957とCase2009の 2つのケースを用意した．
Case1957では 1976年度の国土数値情報土地利用デー
タを用い，さらに参考文献9)にある煙害地状況図を参
照しながら一部地域を人為的に植生変化させることで
1957年前後の植生を再現した．ここで植生変化に用い
た土地利用分類は表-6から No.19（不毛または疎らな
㊊ᑿ
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(1) 10mm以上 20mm未満の
時間降水量発生回数
㊊ᑿ
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(2) 30mm以上の時間降水量
発生回数
図-5 全 68 事例における各要素分布差分図（Case2009 －
Case1957）
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図-6 各領域における階級ごとの降水量発生回数の増減率
植生）を使用した．また，Case2009では 2009年度の国
土数値情報土地利用データを用いて現在の植生状態を
再現した．各設定領域における植生状態と地形標高を
図-4に示す．図中に各観測所の位置を表しており，南
から足尾観測所（アメダス，日光市足尾町），奥日光観
測所（日光特別地域気象観測所，日光市中宮祠），土呂
部観測所（観測所，日光市土呂部）を示している．
(2) 降水量に関する統計解析
本研究では，2つのケース（1957，2009）に対して全
68事例の大気条件を用意し，シミュレーションを行っ
た．それらの出力データを統計的に扱うことにより足
尾地区における局地的植生変化が降水へ与える影響を
解析した．
まず各ケースにおいて全 68事例での各閾値ごとの降
水発生回数を求めた．2つのケースの 10mm以上 20mm
未満の時間降水量発生回数の偏差を図-5(1)に，30mm
以上の時間降水量発生回数の偏差を図-5(2) に一例と
して示す．また，図中の赤枠は各観測所を中心とした
100km2（10km×10km）の領域を表しており，以後そ
れぞれを南から足尾エリア，奥日光エリア，土呂部エリ
アとする．設定した各領域における階級ごとの降水量
発生回数の増減率を図-6に示す．
図-5(1)，図-6より，足尾エリアおよび奥日光エリア
にて 10mm 以上 20mm 未満の時間降水量発生回数の
増加が確認される．最も変化が表れた階級は図-6より，
30mm以上の時間降水量の発生回数である．足尾エリ
アと土呂部エリアにおいて傾向が大きく異なっており，
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足尾では約 20%の増加，土呂部では 40%以上減少して
いることが分かる．また，設定領域以外においても奥
日光と土呂部の間において減少傾向が見られる．図-6
と表-5を比較すると，土呂部エリアにおける 10mm以
上の時間降水量の発生回数がやや減少傾向になってし
まったが，それ以外の各対象領域および各階級の降水
量発生回数はシミュレーション結果と観測値の間で増
加，減少の傾向がおおむね一致する結果となった．
(3) 上昇流に関する統計解析
降水量と同様に全 68事例のシミュレーション結果を
用いて上昇流に関しての解析を行った．上昇流は 0.1m/s
以上 0.3m/s未満の発生回数と 0.3m/s以上の上昇流発
生回数を求めた．各ケースそれぞれの大気下層（高度
約 1000m），大気上層（高度約 8000m）における発生
回数の偏差（Case2009 − Case1957）を図-7，図-8に
示す．
図-7(1)および図-8(1)より，大気下層では過去から
現在にかけて 0.1m/s 以上 0.3m/s 未満の弱い上昇流，
0.3m/s以上の強い上昇流にかかわらず足尾エリアで発
生回数の増加が見られる．これは，足尾周辺の植生が回
復したことにより地表面粗度長の値が大きくなり，水
平風速の減衰と収束量の増加をもたらした．その結果，
対流の発生が促進されたと考えられる．図-7(2)および
図-8(2)を見ると，強い上昇流では弱い上昇流とは異な
り，足尾エリアでは増加傾向が見られ，奥日光エリアで
は増加した地点と減少した地点が混同しているが，相
対的にみると増加傾向が目立つ．その北に位置する土
呂部エリアでは減少傾向が確認できる．
次に，図-7(1)に示したA-A’断面での 0.3m/s以上の
上昇流発生回数の偏差（Case2009 − Case1957）と同断
面における地形標高を図-9に示す．暖色がCase2009で
上昇流の発生回数増加が見られた領域．寒色系がCase1957
で上昇流の発生回数増加が見られた領域を表しており，
図-7(1)の縦軸は大気の層数（1(約10m)～27（約13000m））
で，横軸は緯度を示している．図-9(1)を見ると，図-
7(1)および図-8(1)と同様に下層で Case2009の上昇流
発生回数の増加が確認できる．また，最も多く下層で上
昇流が発生している足尾エリアでは上層にも上昇流の増
加傾向が見て取れる．ここから地表面付近で発生した上
昇流がそのまま積雲の発生・発達を促していると推測さ
れ，その上昇流が足尾における時間降水量極値の増加に
寄与したのではないかと考えられる．また，Case1957
では奥日光上空および土呂部上空にて上昇流の発生回
数の増加が確認される．図-9（2）から奥日光周辺には
山岳（社山：標高 1826m，男体山：標高 2,486m）があ
ることが確認できる．過去の植生では地表面粗度長が
小さく，前述にある水平風速の減衰と収束量の増加が
発生しないまま山岳に風がぶつかることによる強制的
な上昇流の発生により，奥日光上空および土呂部上空に
て上昇流が発生したと推測される．この上昇流が過去
の植生状態における奥日光，土呂部においての時間降
水量極値の増加に寄与したと考えられ，そのため，過去
から現在にかけての減少傾向に起因したと考えられる．
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(2) 上層（約 8000m）
図-7 0.1m/s以上 0.3m/s未満の上昇流の発生回数の偏差
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(2) 上層（約 8000m）
図-8 0.3m/s以上の上昇流の発生回数の偏差
㊊ᑿ ዟ᪥ග ᅵ࿅㒊
(1) 上昇流発生回数の偏差
㊊ᑿ ዟ᪥ග ᅵ࿅㒊
(2) 地形標高（m）
図-9 上昇流の発生回数の差分図と鉛直標高
(4) 局地的な植生変化が降水に与える影響のメカニズ
ムに関する考察
本研究が対象とした足尾地区では，山岳をトリガー
として複数の積雲（対流セル）が次々と発生・発達する
ことから，Pitmanら3)が扱った事例と同様に，積雲発
生領域における地表面粗度の変化による影響を強く受
けた可能性が高い．モデル内で植生変化に用いたNo.19
の植生（不毛または疎らな植生）は，粗度長パラメータ
の値（すなわち地表面の摩擦）が森林の場合の 5分の
1と小さく，また蒸発効率も 15分の 1と非常に小さい．
足尾地区における局地的な植生の回復は地表面粗度長
や蒸発効率を増加させることとなり，周辺地域におい
て水平風速の減衰と収束量の増加が発生，上昇流の発
生回数の増加及び水蒸気量の増加により，積雲の発生・
発達の促進による降水発生回数増加につながったと考
えられる．
一方，風上である足尾において降水発生回数が増加
したことにより，風下域である奥日光および土呂部へ
の水蒸気の移流量が減少し，積雲の発生・発達機構に
影響を与え，その結果，風下域における降水量の減少
につながったと推測される．
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5. 都市の構造変化が降水に与える影響に関
する数値実験
(1) 都市と降水との関係
次に本研究では，都市の構造変化が降水に与える影
響について解析を行った．
日本では近年，都市域を中心とした局地的かつ短時
間で激しい豪雨が多く発生し問題となっている．この
豪雨は特に「都市型豪雨」と呼ばれ，地下鉄や地下街
などが多く存在する大都市部などでは浸水や交通機能
の麻痺，停電などの甚大な被害を及ぼす．また豪雨の
発生が突発的であるために予測することが非常に困難
であることが特徴である．都市の気温がその周辺の郊
外部と比較して上昇するヒートアイランド現象や高層
ビル群の影響と都市型集中豪雨との強い関係性が示唆
されている12)が，降水分布や頻度は自然要因によって
様々に変動するため都市が降水に与える影響の詳細は
十分に明らかにされておらず，詳細かつ定量的な影響
評価を行うことが必要である．そこで，自然要因によ
る変動を取り除いてより明確かつ効果的にこの因果関
係を検討するため，気象モデルを用いた数値実験を行
うことで議論を進めてゆくことが必要であると考えら
れる．
(2) 東京都周辺を対象とした数値実験の設定領域およ
び土地利用再現
都市と降雨との関係性を明確化するために最も顕著
に都市が発展した東京都周辺を対象領域とした．初期条
件として与える東京都周辺の土地利用分類に関しては平
成 21年度の国土数値情報土地利用データを使用し再現
した．ここから，都市構造の違いに着目した解析を行う
ため都市をさらに 3種類に分類した．分類には都市地域
土地利用細分メッシュデータを参考にした．初期条件と
して与える設定領域内土地利用分類を図-10に示す．都
市域を高層（Commercial/Industrial/Transportation）
（図中：赤色）・中層（High Intensity residential）（図
中：黒色）・低層（Low Intensity residential）（図中：灰
色）の 3種類に細分化しており，検証ケースにより各々
の内部構造パラメータ（主に建物高さ）を変化させて
いる．建物高さの割合に関しては高橋ら12)および，東
京消防統計書を参考に設定した．用意したケースは高
層域における建物のうち 100m以上の高層ビルが存在
しないケース（Skyscraper 0% 以下，S0）と高層域に
おける建物のうち 100m以上の高層ビルが 2%存在して
いるケース（Skyscraper 2% 以下，S2）の 2種類を用
意した．表-7に高層ビルが存在しているケースの建物
高さ割合を示す．なお，Case-S0では，建物高さ 100m
の代わりに建物高さ 10mの割合を 2%増加させている．
こちらも足尾地域での解析と同様に必ずしも実際の
土地利用状態を正確に表しきれない場合もあるが，各
年度の土地利用変化による相対的な影響の違いに着目
して解析を行った．
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図-10 東京周辺の土地利用状態（凡
例の数字は表-6の分類No.に
対応する）
表-7 建物高さの割合
（Case-S2）
高さ（m） 割合（%）
5 6.0
10 55.0
20 25.0
30 8.0
40 2.0
50 1.0
60 0.76
70 0.17
80 0.04
90 0.03
100 2.0
(1) 2008/8/29 Case-S0 (2) 2008/8/29 Case-S2
(3) 2012/8/18 Case-S0 (4) 2012/8/18 Case-S2
図-11 24時間積算降水量
(3) 都市構造が降水に与える影響
本節では東京を対象としたシミュレーション結果から
都市構造がどのような影響を降水に与えているか，2008
年 8月 29日（8月末豪雨）と 2012年 8月 18日を対象と
した事例を用いて述べる．各事例における 2つのケース
での 24時間積算降水量を図-11に示す．また，2008年
8月 29日における各階級の時間降水量発生回数を図-12
に，24時間降水量の階級別雨域面積の偏差（Case-S2
－ Case-S0）を図-13に示す．
まず，図-11より，Case-S2での 24時間積算降水量
はどちらの事例においても Case-S0の降水量を上回っ
ていることが確認できる．最も変化が大きいところで
Case-S0から降水量が 40mm以上増加している．また，
雨域の変化が少なく，降水のピーク地点における降水
量の増加が特徴的である．図-12を見てみると，時間降
水量 30mm以上 40mm未満の発生回数ではCase-S0の
発生回数が上回ったが，時間降水量 40mm以上 50mm
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図-12 各階級降水量ごとの発生回数と面積の差
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図-13 各階級降水量ごとの発生回数と面積の差
未満と 50mm以上の発生回数では Case-S2で回数の増
加が見られた．また，図-13より，24時間積算降水量
60mmを境として降水面積の変化が見られ，Case-S2に
おいて 24時間積算降水量が 60mm以上の降雨面積が増
加していることが確認できる．これらの傾向より，高
層ビルが存在することで，降水量の発生頻度が上の階
級の降水量へとシフトされていると推測される．
(4) 都市の構造変化が降水に与える影響のメカニズム
に関する考察
次に，2 つのケースの風の場の変化から都市の構造
変化が降水に与える影響のメカニズムに関する考察を
行う．都市域上空における風の変化を見るため，図-10
に示した B-B’ 断面で切り取った風の変化を図-14 に
示す．図-14の縦軸は大気の層数（1(約 10m)～27（約
13000m））で，横軸は緯度を示している
図-14を見ると，高層ビルの存在の有無にかかわら
ず都市の上空で上昇流が発生していることが確認でき
る．これは，都市の障壁効果によるものと考えられる．
ケースごとで比較すると，Case-S0よりも Case-S2の
上昇流がより強く，そして上層まで影響が出ているこ
とが確認できる．これは高層ビルの存在が都市の障壁
効果をより強めたと考えられ，それにより，より強い
上昇流が発生するとその周辺地域にて降水の発生回数
が増加することが推測される．
そこで，本研究で行った全 5事例の東京都周辺を対
象としたシミュレーション結果から，降水発生地点と
都市との距離の関係性を考察する．距離別の時間降水
量（20mm/h以上）発生回数のグラフを図-15に示す．
なお，グラフに示す距離は図-10より高層都市域の密集
地中心付近に存在している東京駅からの距離とした．
図-15からは高層都市域に近づくにつれてCase-S0で
の 20mm/h以上の降水発生回数が増加していることが
(1) Case-S0 (2) Case-S2
図-14 都市域上空における鉛直風の変化-2008/8/29 6:30-
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図-15 東京駅を中心とした距離別の時間降水量（20mm/h以
上）発生回数のグラフ
確認できる．東京駅からの距離 20km（図-10白い半円）
を境に，高層都市域から離れていくに従い，Case-S0に
おける 20mm/h以上の降水発生回数が増加している．
東京都周辺を対象としたシミュレーション結果から
高層ビルの有無は都市域周辺の降水に影響を与えてお
り，特に高層ビルの存在が降水量の増加に起因してい
る可能性が示唆された．都市上空に強い上昇流が発生
していること，さらに，高層ビルが存在している都市
域のより近くで降水発生回数が増加していることから，
高層ビルの存在がトリガーとなり周辺地域の積雲の発
生・発達機構を促進し降水量増加および降水集中度の
増加にへとつながるのではないかと考えられる．また，
高層都市域から離れるにつき減少傾向が見られるのは，
高層都市域周辺における降水発生回数に伴い風下への
水蒸気移流量が減少したことや，高層ビルが存在して
いないケースでは建物による障壁効果が少なく，強い
上昇流が発生しなかったため，都市の風下に向かい緩
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やかに積雲が発達し，その結果，都市から離れた地点
において降水が発生したと推測される．
6. まとめと今後の課題
本研究では様々な陸面の土地利用状態変化の中でも
局地的な植生変化や都市の構造変化が集中豪雨に与え
る影響を定量化することを目的として，気象統計情報
を用いた統計解析や領域気象モデルWRF を使用した
数値実験を行った．局地的な植生変化の対象領域とし
て足尾地区，都市の構造変化の対象領域として東京都
周辺を選定し，対象領域内の植生変化や都市の構造変
化が，降水システムの発生・発達機構に与える影響に
ついて解析を行った．
足尾観測値の解析からは，同地区の 10～30km 北側
に位置する観測所（奥日光，土呂部）において，日降
水量および時間降水量の極値が横ばいあるいは減少傾
向にあり，さらに，強い時間降水の発生回数では減少
傾向が表れており，周辺の他の観測所とは大きく異な
る傾向を示すことが明らかとなった．
領域気象モデルWRFを用いた解析では，過去と現
在の植生を再現した初期条件を用意し，全 68 事例でシ
ミュレーションを行った．その結果，観測値と概ね一
致する降水傾向が見られ，シミュレーション結果より，
足尾周辺における局地的な植生の変化が上昇流の発生
位置及び発生回数に影響を与え，その結果対象領域周
辺の積雲の発生・発達を促進または抑制することによ
り，経年変化での増加傾向，および減少傾向が生じた
ことが確認された．
都市の構造変化が降水に与える影響を検討するため，
領域気象モデルWRF を用いた数値シミュレーション
を行った．土地利用データとして，平成 21 年度の国土
数値情報データおよび都市地域土地利用細分メッシュ
データを参考にし東京都内の都市域をさらに 3 種類に
分類した．高層都市域に対し 100m 以上の高層ビルが
存在しないケースと都市内建造物のうち 2ミュレーショ
ン結果から，100m 以上の高層ビルの影響により周辺地
域の降水特性が変化し，主に都市域周辺において降水
量増加の傾向が見られた．また，高層ビルが存在する
都市上空において上昇流の強化が確認され，それによ
り積雲の発生・発達機構が促進されたため降水量の増
加に繋がった可能性が示された．
今後の課題として，より詳細な土地利用データや都
市構造の設定，また，Pitmanら3)が行っているような，
気象モデルを用いたマルチモデル実験（アンサンブル
実験）などにより人工排熱や排気ガス等による空気中
化学物質量（エアロゾル）の変化など人間活動に起因
する変化と温暖化などの自然変動に起因する寄与度の
定量化を行う予定である．
参考文献
1) Pielke，R. A.， J. Adegoke，A. Beltran-przekurat，
C. A. Hiemstra， J . Lin， U. S. Nair， D. Niyogi
and T. E. Nobis: An overview of regional land-use
and land-cover impacts on rainfall， Tellus， 59B，
pp.587-601， 2007.
2) Gero，A. F.，A. J. Pitman，G. T. Narisma，C. Ja-
cobson， and R. A. Pielke: The impact of land cover
change on storms in the Sydney Basin， Australia，
Global and Planetary Change，54，pp.57-78，2006.
3) Pitman， A. J.， G. T. Narisma， R. A. Pielke，
and N. J. Holbrook: Impact of land cover
change on the climate of southwest Western
Australia， J. Geophys. Res.， 109， D18109，
doi:10.1029/2003JD004347， 2004.
4) 伊藤洋太郎・茂木耕作・相馬一義・萬和明・田中賢治・
池淵周一：詳細な陸面過程を組み込んだ雲解像モデル
による練馬豪雨に対する都市の影響評価，水工学論文
集， 第 50巻， pp.385-390， 2006.
5) Wang W., C．Bruyere，D．Michael，D．Jimy，G．
Dave，L．Hui-Chuan，M．John，R．Syed and Z．
Xin：Version3 Modeling System User’s Guide
Junuary 2012.
6) 近藤裕昭：日本気象学会　－都市キャノピー－　天気，
56． 8，pp.77-78，2009．
7) Chen， F.，Kusaka，H.， Bornstein， R.，Ching，
J.， Grimmond，C.S.B.， Grossman-Clarke， S.，
Loridan， T.，Manning， K.W.， Martilli， A.，
Miao， S.， Sailor， D.， Salamanca，F.P.， Taha，
H.，Tewari，M.，Wang，X.，Wyszogrodzki，A.A.
and Zhang， C.: The integrated WRF/urban mod-
eling system: Development，evaluation， and appli-
cations to urban environmental problems. Interna-
tional Journal of Climatology，2010.
8) 竹林英樹：大阪地域を対象とした都市環境気候地図の
作成方法に関する研究，平成 22年度国土政策関係研究
支援事業研究成果報告書，pp.10，2010．
9) 秋山智英：森よ、よみがえれ － 足尾銅山の教訓と緑化
作戦，第一プランニングセンター，1990．
10) 後藤明：足尾地域の治山事業に伴う流出特性の変遷に
関する基礎的研究，宇都宮大学工学部建設学科卒業論
文，2008．
11) 後藤明・池田裕一：足尾地域の治山事業に伴う流出特性
の変遷に関する基礎的研究，第 35回土木学会関東支部
技術研究発表会講演概要集（CD-ROM），2-76，2008．
12) 高橋日出男・中村康子・鈴木博人：東京都区部におけ
る強雨頻度分布と建築物高度の空間構造との関係. 地学
雑誌 120: 359-381. 2011．
Hosei University Repository
